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１ 情報提供 

  自治体戦略２０４０構想研究会と地方制度調査会 資料１ 

 

２ 協議事項 

  教育委員会の共同設置専門部会 
・賀茂地域教育振興方針重点取組項目等 
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３ 報告事項 

  若者定住専門部会 
・賀茂の子づくり、具体的な行動・推進装置づくり 

・利便性の高い窓口づくり 
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  公共施設の長寿命化、共同活用・管理（水道事業）専門部会
・水道事業の広域連携等 
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別紙 

賀茂地域広域連携会議 テーマの検討状況 

区分 
テーマ 

（部会長） 

開催時期及び 

今後の予定 
検討内容等 

1 
消費生活センターの共

同設置（県民生活課） 

定期的に運営協議

会を開催 ○「賀茂広域消費生活センター」を平成 28年４月に設置 

2 

教育委員会の共同

設置 

 

（教育総務課・義務教育課） 

第 12 回 H29. 2. 6

第 13 回      5.10

第 14 回      7.31

第 15 回     11.13

第 16 回 H30. 1.31

第 17 回      5. 7

第 18 回      7.23

第 19 回      9.26

第 20 回～今後調整

○「賀茂地域教育振興方針」を平成 29年２月 21日に策定 

○「賀茂地域教育振興センター」を平成 29 年４月に開所（指導主事の共同設

置） 

○7/23 専門部会において、幼児教育アドバイザーの設置手法について協議を実

施し、大学との連携推進について静岡大学・静岡県立大学・静岡文化芸術大学

との包括連携協定に係る専門部会案を取りまとめた。また、各高校の魅力化推

進協議会の検討状況を報告し、賀茂地域学校魅力化推進協議会に係る検討の方

向性について意見交換を実施した。 

○9/26 専門部会において、幼児教育アドバイザーの設置については各市町の希

望に沿った設置案等、大学との連携推進については包括連携協定案について、

専門部会案をとりまとめた。高校の魅力化についてはアンケート項目の確認を

行った。また、静岡大学武井教授により「人口減少社会下の学校づくりについ

て」と題して講演を実施した。 

資料２

3 
税の徴収事務の共同処理

（税務課・市町行財政課） 

第５回 H29. 8.17 

第６回      9.29 

第７回     10.24 

今後、定期的に運営

委員会を開催 

○「賀茂地方税債権整理回収協議会」を平成28年４月に設置 

○平成30年度以降の共同徴収の継続決定（平成29年12月15日基本協定締結） 

資料６

4 

監査事務の共同化 

 

（市町行財政課） 

第２回 H28. 7. 7 

第３回   10. 7 

第４回   11.25 

○「監査のあり方」を踏まえた、監査事務様式・マニュアル等の共有化 

○「賀茂地域監査事務連絡会議」の設置 

5 
災害時における人的・技術的支

援体制の構築（土木防災課） 

第２回 H28. 4.25 ○『賀茂地域「ふじのくに災害復旧支援隊」派遣要領』を平成 28年８月に施

行 

○『静岡県「ふじのくに災害復旧支援隊」派遣要領』を平成 29年４月に施行

（拡大） 

6 

地籍調査の共同実

施 

 

（農地計画課） 

第６回 H28. 5.24 

第７回      7. 4 

第８回      8. 9 

第９回      8.25 

第 10 回     9.26 

○「賀茂地域における地籍調査の共同実施に関する基本協定」を平成 28 年 10

月 19 日に締結し、「賀茂地域地籍調査協議会」を設置 

○共同実施を平成 29年４月から開始 

7 

地域包括ケアシス

テムの構築・運用 

 

（長寿政策課） 

第 19回 H29. 6. 2 

第 20 回 H29. 6.14 

第 21 回 H29. 6.29 

第 22 回 H29. 8. 9 

第 23 回 H29. 8.17 

第 24 回 H29. 9.15 

第 25 回 H29.10.16 

第 26 回 H29.11.15 

○「賀茂地域における介護事業所指定・指導監督の共同実施に関する基本協定」

を平成 29年 12 月 15 日に締結し、「賀茂地域介護事業所指定・指導監督推進協

議会」を設置 

○県、賀茂地域１市５町及び民間（３師会（医師会、歯科医師会、薬剤師会））

が一体となり、「賀茂地域における住民の健康寿命の延伸と生活の質の向上を

目指す基本協定」を平成 30 年２月 19 日に締結し、「賀茂地域健康寿命延伸等

協議会」を設置 

資料５

8 

技術的・専門的知識

を要する事務の共同

処理（技術職員の共

同利用）（市町行財政

課） 

第１回 H28. 7. 7 

第２回     10. 7 

第３回     11.25 ○『「技術的・専門的知識を有する職員」の共同利活用～「技術的・専門的知

識を要する事務」の共同処理マニュアル～』策定 

行
政
分
野
の
連
携 

9 

公共施設の長寿命

化、共同活用・管理

（水道事業）（市町

行財政課） 

第５回 H29. 2. 2 

第６回      8.10 

第７回     11. 6 

第８回 H30. 1.16 

第９回      4.17 

第 10 回     7. 3 

第 11 回～今後調整

○市町が策定する「経営戦略・水道ビジョン」策定に係る共通仕様書を取りま

とめ 

○同策定のサポート 

○7/3 専門部会において、財務会計システムの共同化（クラウド化）に係る進

捗状況・今後のスケジュール及び協定書案を確認し、次回の連携会議までに協

定書を締結し、各市町において随時必要な作業を進めることについて合意した。

資料４



 

 

区分 
テーマ 

（部会長） 

開催時期及び 

今後の予定 
検討内容等 

10 伊豆半島クリーン作戦 
○平成27年度に15ヵ所（７市６町）で清掃活動を実施（約1,500人参加） 

（平成 28年度は美しい伊豆創造センターが自主事業化）  

11 伊豆半島食の祭典 
○平成27年度に伊豆半島内の道の駅７箇所を含め、全10回、物産展を開催 

（平成28年度は美しい伊豆創造センターが自主事業化） 

12 
伊豆半島周遊ルー

トの開発 

13 
歴史的建造物の保存・活用に

おける共同の景観まちづくり 

第４回 H28. 6.17 

第５回   8.26 

第６回   11. 7 

第７回   12.27 

第８回 H29. 8. 3 

 
○南伊豆・西伊豆地域公共交通活性化協議会と連携した観光周遊モデルルート

の策定、オープンデータの公開等 

○観光周遊サイト（デカケル JP）及び賀茂地区歴史的建造物地域資源調査結果

の利活用 

官
民
・
民
民
の
連
携 

14 
若者定住 

（賀茂地域局） 

第１回 H29. 6. 6 

第２回      7. 7 

第３回      8. 2 

第４回      9. 7 

第５回     10. 5 

第６回     12. 1 

第７回 H30. 3.16 

第８回      4.16 

第９回      6.13 

第 10 回     7.11 

第 11 回    10.12 

第 12 回～今後調整

○転出入時任意アンケートの全市町導入（基本項目共通化）、相談初期受付時

の対応機能の充実・強化 

○新成人に対する任意アンケートの全市町実施 

○6/13 専門部会において、高校生が地域産業を学ぶ実践的インターンシップに

向けて、「年少者雇用事業者研修会」の実施について合意した。 

○7/11 専門部会において、利便性の高い窓口づくりに係るワンストップ窓口化

へ向けて、民間団体へ委託可能な業務について意見交換を実施した。 

○10/12 専門部会において、高校生が地域産業を学ぶ実践的インターンシップ

は、冬・春休みに向け、受講事業者の拡大を目指したブロック開催を調整する

こと、取組の中心に、商工会議所・商工会等の参画を要請し、進めることを確

認した。また、ワンストップ窓口化に向けて、地域外で自治体の移住窓口業務

を受託している民間団体の活用も視野に入れた検討を進めることについて確認

した。 

資料３

 

 



資料１ 

 

平成 30 年 10 月 31 日 

自治体戦略２０４０構想研究会と地方制度調査会 
（経営管理部市町行財政課） 

（要 旨） 
総務省の研究会「自治体戦略２０４０構想研究会」は、人口減少の影響から都市機能

維持等が深刻化する 2040 年を見据えた自治体改革について報告を取りまとめた。 

国は、今後、第 32 次地方制度調査会において、圏域行政の強化等の検討を本格化させ

る見込み。 
 

１ 第32次地方制度調査会（平成30年７月発足） 

 総務省は、地方自治制度の重要な改正に当たっては、首相の諮問機関である地方制度

調査会で議論をする(参考 5(1))。 
○第32次地方制度調査会の審議内容 

  人口減少の深刻化等、２０４０年頃に顕在化する諸課題に対応する観点から、圏域に

おける地方公共団体の協力関係等の地方行政体制のあり方 

 ○同審議スケジュール 

  専門小委員会を設置し、２年以内に答申を取りまとめ 

○近年の地方制度調査会 
区分 答申年月 テーマ 主な答申内容 

第 27 次 H15.11 基礎自治体のあり方 旧合併特例法失効後の合併推進

第 28 次 H18.2 広域自治体のあり方 道州制の導入について検討 

第 29 次 H21.6 基礎自治体のあり方 

監査・議会制度 

合併特例法を延長しない 

広域連携の活用を推進 

第 30 次 H25.6 基礎自治体の行政サービス 

大都市制度の改革 

広域連携制度の拡充 

第 31 次 H28.3 人口減少社会に対応する 

地方行政体制のあり方 

地方独立行政法人の活用 等 

第 32 次  人口減少社会における 

圏域単位の行政のあり方 
(圏域行政の強化等の検討) 

 
２ 自治体戦略２０４０構想研究会 報告の概要（平成 30 年６月） ※自治体改革関係抜粋 

○全国の人口の動向・人口段階別市区町村の推移 

○2040 年頃までの個別分野の課題（インフラ・公共交通） 

○新たな自治体行政の基本的考え方 

圏域マネジメント 

 個々の市町村のフルセット主義から脱却、圏域単位の行政を標準化 

 広域課題への対応力（圏域のガバナンス）強化の仕組みづくり 

 個々の制度へ圏域をビルトイン化、連携を促すルールづくり 

都道府県の補完機能の見直し及び都道府県・市町村の「二層制」の柔軟化 等 

 
 
 
 
 
 
 



 

○各種研究会による特定分野の検討 
区分 期間 主な検討内容 

基礎自治体による行政サービス提供に関する研究会 H25.7～H26.1 連携協約など、新たな広域連携についての検討

地方自治体における行政運営の変容と今後

の地方自治制度改革に関する研究会 H25.11～H26.3
自治体を取り巻く直近 20 年における諸課

題への対応を検証 

地方自治体における業務の標準

化・効率化に関する研究会 H26.5～H26.12
クラウド化など、ＩＣＴの活用等による業

務の標準化・効率化について検討 

地方議会・議員に関する研究会 H28.11～H29.6 地方議員の確保のための課題について検討

広域連携が困難な市町村における

補完のあり方に関する研究会 
H28.12～H29.6

市町村間連携が困難な地域における都道府

県の補完について検討 

町村議会のあり方に関する研究会 H29.7～H30.3 小規模自治体における議会のあり方について検討 

水道財政のあり方に関する研究会 H30.1～H30.10 持続的経営確保のための対応等を検討 

自治体戦略 2040 構想研究会 H29.10～H30.6
人口減少と高齢化が顕著となる 2040 年頃

を見据えた自治体改革 

 
３ 市町村合併と広域行政に関する施策の推移 

 近代地方自治制度は、行政の最小単位である市町村について、合併と広域行政を交互

に推進することにより、拡大する生活圏域に対応する施策をとってきた。 
  自治体戦略 2040 構想研究会では、急激な人口減少を受け、個別市町村のフルセット主

義脱却と圏域単位での行政のスタンダード化などに言及している。 
時代 市町村合併 広域行政 

明治の大合併 

 小学校事務等の処理 

 明治 

 組合制度の創設 

 明治の大合併から外れた町村 

 1888 町村制（組合制度創設） 

 1911 市制改正（組合制度の適用） 

昭和の大合併（～1961） 

 中学校事務の処理 

 1953 町村合併促進法 

 昭和 

 広域連携の推進 

 高度経済成長に伴う行政需要への対応 

 廃棄物処理・消防等での一組が急増 

 1970 広域市町村圏振興整備措置 

地方分権改革 

      機関委任事務の廃止 

      1999 地方分権一括法制定 

平成の大合併（～2010） 

 分権に応じた自治能力の向上 

 合併特例法・合併推進法 

 

平成 

 広域連携の推進 

 多様な広域連携制度の提供 

 制度活用は各自治体が選択 参考 5(2)

  人口減少を踏まえた広域行政の展開 

 フルセット主義の脱却 

圏域行政の法制化 

都道府県の補完機能の見直し 等 

 

 



 

４ 添付資料 

  第32次地方制度調査会 諮問        別紙１ 

自治体戦略２０４０構想研究会 報告の概要 別紙２ 

  関連記事                 別紙３ 

 

５ 参考 

(1) 第 32 次地方制度調査会の開催状況 

日程 会議 主な議題 

H30.7. 5 第１回総会 首相からの諮問、会長等の選任 

7.31  第１回専門小委員会 諮問事項の説明、議論の方向性等 

9.12  第２回専門小委員会 各行政分野の課題について(関係府省の聴取)

9.27  第３回専門小委員会 各行政分野の課題について(地方の意見聴取)

 

(2) 現在の広域行政制度（総務省作成資料） 
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別紙２
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資料２ 
平成 30 年 10 月 31 日 

教育委員会の共同設置 
（県教育委員会）

（要旨） 

 平成 30 年８月８日に予定していた賀茂地域広域連携会議の開催延期を受けて、協議を予定

していた項目の検討方針において、幼児教育アドバイザーについては共同で常時設置するこ

と、また、大学との連携推進については大学と連携協定について最終的な調整を進めること

を各市町長に了解をいただいた。 
その後、第 19 回の専門部会を開催し、賀茂地域教育振興方針の平成 30 年度の重点取組項

目等について協議を実施し、専門部会案をとりまとめた。 

１ 会議の概要 

(1) 日 時 ： 平成 30 年９月 26 日（水） ９時 15 分～12 時 
(2) 会 場 ： 静岡県賀茂危機管理庁舎 １階各班室 
議 題 ： 幼児教育アドバイザーの設置、大学との連携推進、高校の魅力化 

講 演 ： 「人口減少化の学校づくりについて」（静岡大学大学院 武井 敦史 教授） 

２ 協議内容（専門部会案） 

議  題 確認内容 

幼児教育アドバイザー

の設置 

・幼児教育アドバイザーの設置に関して、設置方法や配置時数に

ついて了承した。別紙１ 

・また、設置手続きやスケジュールについて確認し、当初２年間

は、東伊豆町が幹事市町となることで合意した。別紙２ 

・今後、各市町 12 月議会で連携協約、共同設置規約について上

程し可決を得た後、協約等締結に向け最終的な手続きを行う。

大学との連携推進 

・静岡大学、静岡県立大学、静岡文化芸術大学との連携協定に関

して、西伊豆町が１市５町の窓口である幹事市町となることに

ついて合意し、それに伴う修正協定案を了承した。別紙３ 

・今後、協定締結・調印式に向け、最終的な調整を進める。 

３ 報告内容 

議  題 確認内容 

高校の魅力化 
・中学生及び保護者に対して実施する「賀茂地域の高校につい

てのアンケート」の調査項目等について協議を行うとともに、

今後のスケジュールについて確認した。別紙４ 

講演（静岡大学大学院

武井 敦史 教授） 

・静大教職大学院研究「静岡県における小・中学校再編検討ニ

ーズ」に基づき、賀茂地域の将来も踏まえ、人口減少下での

長期的展望に立った学校のあり方等について、講演を行った。

・学校再編の展望や具体的手法等、活発な意見交換がなされた。

４ 今後のスケジュール（予定） 

時期 予定 内容 

H30 

11月29日 

専門部会 ・幼児教育アドバイザー、大学との連携推進（具体的手続きや進

捗状況、今後のスケジュールについての確認） 

・高校の魅力化（アンケート調査結果速報値情報共有） 

12月18日 賀茂地域広

域連携会議

・大学との連携推進（連携協定の調印式。各大学学長、県教育長

等出席予定） 

・幼児教育アドバイザー（連携協約等の手続きの現状確認） 

・高校の魅力化（アンケート調査結果速報値報告） 
 



別紙１ 

幼児教育アドバイザーの設置について（概要・案） 

１ 設置の方向性（７/23 部会後→各市町長に確認済み） 

・幼児教育アドバイザーを賀茂１市５町で共同・常時設置する 

・活動時間、経費の分担については、教育部会で検討する 

２ 活動時間・経費の考え方 

・案１：現在（週 27 時間）と同じ活動時間・経費  →下田市、南伊豆町 

・案２：現在の半分（週 14 時間）の活動時間・経費 

→東伊豆町、河津町、松崎町、西伊豆町 

３ 活動時間・経費の配分（案） 

 ・活動時間・経費については、各市町の意見に合わせて配分する 

・下田市及び南伊豆町においては案１を、東伊豆町、河津町、松崎町及び西伊豆

町においては案２を実現する専門部会案を取りまとめた。（週 19 時間×49 週＝

年 931 時間程度） 

 ・週 19 時間のうち、案２に相当する活動時間（週 14 時間）については、１市５

町共通の活動時間とし、経費も１市５町で分担する 

 ・残り５時間（19－14＝５時間）については、案１を希望する下田市及び南伊豆

町に対する活動時間とし、経費も両市町で分担する 

 ○上記の案の場合の活動時間のイメージ（曜日や各日の時間配分は仮置き） 

曜日 月 火 水 木 金 

時数 － ７時間 ７時間 ５時間 － 

内容  １市５町共通業務（計 14 時間） 下田・南伊豆のみ対象  

  ○想定業務：訪問指導（公立・私立幼児教育施設、小学校）、全体研修・コーデ

ィネート 

○市町ごとの時間配分（平均値） 

・下田市、南伊豆町→4.8 時間相当（14 時間／６市町＋５時間／２市町） 

・東伊豆町、河津町、松崎町、西伊豆町→2.3 時間相当（14 時間／６市町） 

 （案１の場合は全市町とも 4.5 時間相当（27 時間／６市町）） 

  ○経費は、案２相当①を１市５町、追加５時間②を下田市・南伊豆町で分担する。 

  ＜想定経費＞ 

市町名 ①（案２ 14H） ②（追加 ５H） 合計（①＋② 19H） （参考 案１ 27H）

下田市 321,001 294,810 615,811 800,836

東伊豆町 233,957 － 233,957 583,677

河津町 227,283 － 227,283 567,028

南伊豆町 231,200 228,832 460,032 576,800

松崎町 205,957 － 205,957 513,824

西伊豆町 231,345 － 231,345 577,162

計 1,450,743 523,642 1,974,385 3,619,327

・下田市及び南伊豆町は、案１相当の活動時間をより安価な経費で確保 

  ・東伊豆町、河津町、松崎町及び西伊豆町は、案２相当の活動時間を半分以下

の経費で確保 



別紙２ 

 

幼児教育アドバイザーの設置に係る連携手法等（案） 

 

１ 幼児教育アドバイザー設置に係る連携手法 

 連携協約（基本的な方向性） 機関等の共同設置（具体的な手法） 

・指導主事の共同設置（５町） 

※幹事市町：南伊豆町 賀 茂

１市 

５町 

・学校教育に関する専門的事項の指導 

・幼児教育アドバイザーの設置 

（文章の追加） 

・幼児教育アドバイザーの共同設置 

（１市５町。規約を新たに作成） 

※幹事市町：東伊豆町 

  ・連携協約の修正を要するのは、市町－市町間のみ（県の人員配置がないため、県－

市町間は変更不要） 

  ・具体的な連携協約案、共同設置規約案（現行の指導主事共同設置規約案に準じる）

は添付資料１、２のとおり 

 

２ スケジュール（想定） 

時 期 項 目 

９月 26 日 第 19 回教育部会（連携方法等確認） 

10 月 31 日 第 18 回広域連携会議（連携方法等承認） 

11 月 連携協約、共同設置規約の議案の確認、市町 12 月議会に上程 

12 月 
第 20 回教育部会→第 19 回広域連携会議 

（連携協約、共同設置規約の議決状況の確認等） 

１月～ 

・法定上の協議（１市５町間で協議書の作成） 

・告示（各市町広報への掲載） 

・県知事への届出（県－市町間がないため、国への届出は不要） 

→連携協約、共同設置規約の締結・発行 

２月 
第 21 回教育部会→第 20 回広域連携会議 

（連携協約、共同設置規約の締結の報告等） 

４月 幼児教育アドバイザーの共同設置開始 

 

３ 調整が必要な事項等 

 ・幼児教育アドバイザーの人選、報酬、身分（地公法 17 条に基づく一般職非常勤職員） 

 ・設置箇所（賃貸借料）、光熱水費・消耗品費 

 

 



添付資料１（別表の変更箇所に下線） 

 

 
賀茂地域の広域連携に係る連携協約の一部を変更する協約の締結について 

 
○○市（町）及び○○町は、地方自治法（昭和22年法律第67号）第252条の２第４項の規定に基づき、

平成28年１月29日付けで締結した連携協約を次のとおり変更する。 
   

第１条 別表に下線部を加える。 

教育 

賀茂地域の他の町とともに地方教育行

政の組織及び運営に関する法律（昭和31

年法律第162号）第18条第３項に規定す

る指導主事が従事する、学校における教

育課程、学習指導その他学校教育に関す

る専門的事項の指導に関する事務（右欄

において「学校教育に関する専門的事項

の指導」という。）及び幼児教育アドバイ

ザーの設置に関する事務を行う。 

賀茂地域の他の市町とともに学校教育

に関する専門的事項の指導及び幼児教

育アドバイザーの設置に関する事務を

行う。 

第２条 この協約は、平成31年４月１日に効力を生ずる。 
 
この連携協約の締結を証するため、本契約書を２通作成し、甲及び乙が記名押印の上、それぞれ各１通を

保有する。 
 
平成31年○月○日 
 
 

甲 ○○市（町）（＊住所を記載） 
○○市（町） 
○○市（町）長  ○○ ○○ 印 

 
 

乙 ○○町（＊住所を記載） 
○○町 

          ○○町長  ○○ ○○ 印 
 

 

 



添付資料２（指導主事の共同設置規約からの変更箇所に下線） 
 

下田市、東伊豆町、河津町、南伊豆町、松崎町及び西伊豆町幼児教育アドバイザー共同設置規約 

 

（共同設置する市町） 

第１条 下田市、東伊豆町、河津町、南伊豆町、松崎町及び西伊豆町（以下「関係市町」という。）は、

共同して幼児教育アドバイザーを設置するものとする。 

（名称） 

第２条 この幼児教育アドバイザーは、賀茂地区幼児教育アドバイザー（以下「アドバイザー」という。）

という。 

（アドバイザーの執務場所及び幹事町） 

第３条 アドバイザーの執務場所は、下田市中 531 の１静岡県下田総合庁舎内とし、アドバイザーの担

任する事務に関する庶務は、○○市 or 町（以下「幹事市 or町」という。）の教育委員会が処理する。 

２ 幹事市 or町の任期は２年とし、再任を妨げない。 

（アドバイザーの選任方法） 

第４条 アドバイザーは、関係市町の教育委員会が協議して定める候補者について、幹事市 or 町の教

育委員会が選任するものとする。 

２ アドバイザーが欠けたときは、幹事市 or 町の教育委員会は、７日以内にその旨を関係市町の教育

委員会に通知するとともに、前項の例によりアドバイザーを選任するものとする。 

３ アドバイザーの定数は、関係市町の教育委員会が協議して定める。 

（負担金） 

第５条 アドバイザーに関する関係市町の負担金の額は、関係市町の長が協議して決定する。 

２ 関係市町は、前項の規定による負担金を幹事市 or町に納付しなければならない。 

３ 前項の負担金の納付の時期については、関係市町が協議して定める。 

（アドバイザーに関する予算） 

第６条 アドバイザーに関する幹事市 or 町の予算は、これを特別会計とする。 

（アドバイザーに関する決算報告） 

第７条 幹事市 or 町の長は、アドバイザーに関する決算を幹事市 or 町の議会の認定に付したときは、

当該決算を、関係市町の長に報告しなければならない。   

（アドバイザーの身分取扱い） 

第８条 アドバイザーの身分取扱いについては、幹事市 or 町の職員の分限に関する条例、服務規程等

の規定を適用する。 

（アドバイザーの報酬等の適用） 

第９条 アドバイザーの報酬等の支給については、幹事市 or 町の規定を適用する。 

（その他） 

第10条 この規約に定めるものを除くほか、アドバイザーの担任する事務に関し必要な事項は、関係市

町が協議して定める。 

附 則 

この規約は、平成 31 年４月１日から施行する。 



 
（参考１）連携協約（H28 締結時）本文（市町－市町） 

 

賀茂地域の広域連携に係る連携協約 
 

 （目的） 
第１条 この協約は、○○町（以下「甲」という。 ）及び○○町（以下「乙」という。 ）が連携して事務を処理 

することにより、下田市及び賀茂郡の区域（以下これらの区域を「賀茂地域」という。）における行政サー

ビスの維持及び向上並びに効率的な行政運営を促進するとともに、地域の実情を踏まえた施策の展開を図

り、もって賀茂地域に共通する諸課題の解決及び賀茂地域の一体的かつ持続的な発展に寄与するため、基

本的な方針及び役割分担を定めるものである。 

 

（基本方針） 

第２条 甲及び乙は、前条に規定する目的を達成するため、別表に掲げる取組分野において、役割を分担 

し、連携して事務を執行するものとする。 

 

（役割分担） 

第３条 甲及び乙の役割は、それぞれ別表の役割分担の欄に掲げるとおりとする。 

 

（経費負担） 

第４条 前条に規定する役割分担に基づいて甲又は乙が事務を処理するために要する経費は、当該事務につ

いて甲又は乙が本来果たすべき役割、両者の受益の程度その他の事情を勘案し、甲及び乙が協議して定め

るものとする。 

 

（連絡会議） 

第５条 甲及び乙は、この連携協約の推進に係る賀茂地域の連絡調整を図るため、連絡会議を開催するもの

とする。 

 

（補則） 

第６条 この協約に定めるもののほか、この協約に関し必要な事項は、甲及び乙が協議して定めるものとす 

 る。 

 

（発効) 

第７条 この協約は、平成28年４月１日に効力を生ずる。 

  

 

 

 

 

 

 



 

 

 

別表（第２条、第３条関係） 

役割分担 
取組分野 

甲 乙 

消費生活相談等 

及び消費者教育 

消費者安全法（平成21年法律第50号）第

８条第２項各号に掲げる事務（右欄にお

いて「消費生活相談等」という。） 

及び消費者教育の推進に関する法律 

（平成24年法律第61号）第２条第１項に

規定する消費者教育の推進に関する事

務（右欄において「消費者教育の推進」

という。）を行う賀茂地域の市町の取組

に対する支援を行う。 

賀茂地域の他の市町とともに消費生活

相談等及び消費者教育の推進を行う。

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

（参考２）指導主事の共同設置規約（H29 締結） 

 

東伊豆町、河津町、南伊豆町、松崎町及び西伊豆町指導主事共同設置規約 

 

（共同設置する町） 

第１条 東伊豆町、河津町、南伊豆町、松崎町及び西伊豆町（以下「関係町」という。）は、共同 

して教育委員会の指導主事を設置するものとする。 

（名称） 

第２条 この指導主事は、賀茂地区指導主事（以下「指導主事」という。）という。 

（指導主事の執務場所及び幹事町） 

第３条 指導主事の執務場所は、下田市中 531 の１静岡県下田総合庁舎内とし、指導主事の担任する事

務に関する庶務は、南伊豆町（以下「幹事町」という。）の教育委員会が処理する。 

２ 幹事町の任期は２年とし、再任を妨げない。 

（指導主事の選任方法） 

第５条 指導主事は、関係町の教育委員会が協議して定める候補者について、幹事町の教育委員   

 会が選任するものとする。 

２ 指導主事が欠けたときは、幹事町の教育委員会は、７日以内にその旨を関係町の教育委員会 

に通知するとともに、前項の例により指導主事を選任するものとする。 

３ 指導主事の定数は、３人とする。 

（負担金） 

第５条 指導主事に関する関係町の負担金の額は、関係町の長が協議して決定する。 

２ 関係町は、前項の規定による負担金を幹事町に納付しなければならない。 

３ 前項の負担金の納付の時期については、関係町が協議して定める。 

（指導主事に関する予算） 

第６条 指導主事に関する幹事町の予算は、これを特別会計とする。 

（指導主事に関する決算報告） 

第７条 幹事町の長は、指導主事に関する決算を幹事町の議会の認定に付したときは、当該決算を、関

係町の長に報告しなければならない。   

（指導主事の身分取扱い） 

第８条 指導主事の身分取扱いについては、幹事町の職員の分限に関する条例、服務規程等の規定を適

用する。 

（指導主事の給与等の適用） 

第９条 指導主事の給与等の支給については、幹事町の職員の給与に関する条例及び旅費に関する条例、

規則等の規定を適用する。 

（その他） 

第10条 この規約に定めるものを除くほか、指導主事の担任する事務に関し必要な事項は、関係町が協

議して定める。 

附 則 

この規約は、平成 29年４月１日から施行する。 



 

 

（参考３）「賀茂地域教育振興方針」関連取組等に係る幹事市町等一覧 

（H30.9.26 教育部会後） 
 

取組名 
市町名 

実施中の取組 （※完了等の取組） 

下田市 
指導要録の電子化 
賀茂地域学校魅力化推進協議会 

（全体会） 
 

東伊豆町 幼児教育アドバイザー （※実践事例集） 

河津町 賀茂地域教育サポーター推進組織  

南伊豆町 指導主事の共同設置 （※遊休施設サイト掲載） 

松崎町 （指導要録の電子化） （※「高校の魅力化」は所在

市町＋下田市へ） 

西伊豆町 大学との連携推進  

 
 



60

30



 

４ スケジュール（想定） 

大学との調整によるが、調印式までの最短のスケジュールを記載した。 
時 期 内 容 

平成 30 年９月 26 日 

○第 19 回賀茂地域広域連携会議教育委員会の共同設置専門部会 

（教育委員会による会議） 

・協定案の最終確認 

（→大学の学内会議等においても調整） 

平成 30年 10 月 31 日 

【→教育委員会の共同設置専門部会で合意が得られた場合】 

○第 18 回賀茂地域広域連携会議（首長、副知事による会議） 

・協定案の最終確認 

（→協定に基づく具体的な取組を検討） 

平成 30年 12 月 18 日 

【→第 18回連携会議及び大学の了承が得られた場合】 

○第 19 回賀茂地域広域連携会議 

・調印式（大学学長、賀茂１市５町首長等を想定） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



添付資料 
 
 
静岡大学、静岡県立大学、静岡文化芸術大学と賀茂１市５町の相互連携に関する協定書（案） 

 
 静岡大学、静岡県立大学、静岡文化芸術大学（以下「甲」という。）と賀茂地域１市５町（下田市、

東伊豆町、河津町、南伊豆町、松崎町及び西伊豆町）（以下「乙」という。）は、次のとおり協定を締結

する。 
 
（目的） 

第１条 本協定は、賀茂地域において、甲と乙が互いの人的・知的資源等を活用して多様な分野で連携

し、相互の発展及び地域社会の持続的な発展、人材の育成に寄与することを目的とする。 
 
 （連携事項） 
第２条 前条を達成するための甲と乙とが連携する事項は、次のとおりとする。 
(1) 人づくり、人材交流の活性化、「賀茂の子」を育てる環境づくりに関すること 

(2) まちづくり、地域振興に関すること 

(3) 観光をはじめとした地域産業の活性化に関すること 

(4) 人口減少などによって生じる諸課題に関すること 

(5) その他甲と乙が必要であると認めること 

 

 （連携方法） 

第３条 甲と乙の各機関は、連携に当って、それぞれの職員・学生等の派遣や受入、施設・設備等の利

用など、相互に協力して実施するものとする。 

 

（経費） 

第４条 連携実施に当っての経費の負担は、甲と乙の各機関相互の協議によって決定する。 

 

（情報交換及び協議） 

第５条 甲と乙は、本協定に基づく相互の連携の円滑な推進を図るため、情報交換及び協議の実施に努

めるものとする。 

２ 甲と乙の各機関は、それぞれ窓口を設置し、連携を推進するための必要な連絡調整を行う。 

３ 乙は、相互の協議により、本協定に基づく乙の各機関間の連携を促進するための幹事となる市町を

定める。 

 

 （守秘義務） 

第６条 甲と乙は、本協定に基づく活動において知り得た情報について、それぞれ秘密を保持しなけれ

ばならない。ただし、相手方の承諾を得ている場合は、この限りでない。 

 

 （有効期間） 

第７条 本協定は、締結の日から効力を発し、有効期間は１年間とする。ただし、有効期間満了の３か

月前までに甲と乙いずれからも改廃の申し入れがないときは、協定の有効期間をさらに１年間更新す

るものとし、その後も同様とする。 

 

 （その他） 

第８条 本協定に定める事項に疑義が生じたとき、又は本協定に定めのない事項について必要があると

きは、甲、乙が協議して定めるものとする。 



 

 本協定の締結を証するため、協定書を９通作成し、甲、乙がそれぞれ署名の上、各１通を保有するも

のとする。 

 

 平成 30年 月 日 

 

  甲 静岡大学              乙  下田市長 

      学長 

 

    静岡県立大学               東伊豆町長 

      学長 

 

    静岡文化芸術大学             河津町長 

      学長         

 

                         南伊豆町長 

 

 

                         松崎町長 

 

       

                         西伊豆町長 

 
 
 

 
 

 
 



別紙４





参考 

賀茂地域の平成31年度生徒募集計画について 

                                

１ 概 要 

賀茂地域における中卒者数は、前年に比べ58人減少することが見込まれている。 

平成31年度の学級数については、市町の中卒者数の動向、中学生の進路希望、志願動向、

学科等の適正配置、学校施設等に留意しながら総合的に判断し決定する。 

 

 

＜参考１ 中卒者数の推移＞ 

賀茂地域全体で58人減少する主な内訳は、下田市▲12、河津町＋10、東伊豆町▲10、旧賀

茂村＋１、旧西伊豆町＋３、松崎町▲20、南伊豆町▲30である。 

今後の推測ではさらに減少傾向が続き、平成37年３月に賀茂地域の中学校を卒業する生徒

数は、400人を割り込むことが見込まれている。  

賀茂地域内の中卒者数推計
年度 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 31 32 33

中卒者数 582 609 578 557 573 593 582 555 540 501 443 459 447 410
前年度比 ▲ 57 27 ▲ 31 ▲ 21 16 20 ▲ 11 ▲ 27 ▲ 15 ▲ 39 ▲ 58 16 ▲ 12 ▲ 37  

平成30年度以降賀茂学区中学校卒業生推計（31年度以降高校入学予定者）
【 生 徒 数 】 H27.3卒業 H28.3卒業 H29.3卒業 H30.3卒業 H31.3卒業 H32.3卒業 H33.3卒業 H34.3卒業 H35.3卒業 H36.3卒業 H37.3卒業 H38.3卒業 H39.3卒業

学 年 等 26 27 28 29 中３ 中２ 中１ 小６ 小５ 小４ 小３ 小２ 小１
下 田 市 192 202 188 157 145 146 160 138 138 151 137 134 138
東 伊 豆 町 113 103 98 93 83 84 67 73 60 71 65 61 60
河 津 町 64 54 67 53 63 57 62 58 53 64 46 56 43
南 伊 豆 町 74 71 54 82 52 77 56 57 64 51 43 56 60
松 崎 町 69 70 61 61 41 47 35 45 44 32 38 32 34
旧 西 伊 豆 町 51 34 44 36 39 41 41 30 35 27 29 26 27
旧 賀 茂 村 19 21 28 19 20 7 26 9 11 12 10 9 10

計 582 555 540 501 443 459 447 410 405 408 368 374 372  

 

＜参考２ 定員割れの状況＞ 

     年度

高校名 
H26 H27 H28 H29 H30 

下田高校 1 ▲4 ▲3 ▲16 ▲16 

南伊豆分校 0 0 0 ▲17 ▲４ 

松崎高校 ▲14 ▲25 ▲21 ▲19 ▲36 

稲取高校 ▲15 ▲12 ▲11 ▲13 ▲４ 

計 ▲28 ▲41 ▲36 ▲65 ▲60 

 



資料３ 

平成30年10月31日 

若者定住専門部会 
（賀茂地域局）

（要旨） 

前回の賀茂地域広域連携会議以降、専門部会を３回開催し、「高校生が地域産業を学ぶ実

践的インターンシップ」、「ワンストップ窓口化」を中心に検討・意見交換等を行った。 

また、「高校生が地域産業を学ぶ実践的インターンシップ」の取組として、受入事業所を

対象とした「年少者雇用事業者研修会」を労働基準監督署・公共職業安定所との協働により、

県内初の取組として開催した。 

 

１ 専門部会の開催概要 

日 時：第９回 平成30年６月13日(水) 10時～12時 

第10回 平成30年７月11日(水) 10時～12時 

第11回 平成30年10月12日(金) 10時～12時 

会 場：静岡県賀茂危機管理庁舎 

 

２ 報告事項 

「賀茂の子づくり」

「具体的な行動・ 

推進装置づくり」

①高校生が地域産業を学ぶ実践的インターンシップ 

⇒管内高校の副校長並びに三島労働基準監督署及び下田公共職業安

定所に、専門部会のオブザーバーとして参画を受けて検討を行

い、今年の夏季の長期休業から取り組むことを決定した。 

⇒「年少者雇用事業者研修会」を、専門部会の主催、三島労働基準

監督署及び下田公共職業安定所の共催で、地域の事業所に、「高

校生が地域産業を学ぶ実践的インターンシップ」の目的や、高校

生を雇用するに当たり必要な労働関係法令の知識を得てもらうこ

とを目的に２回開催し、計12事業所（13名）の参加があった。 

⇒今年の夏季休業期間中、２事業所において、２校の生徒計７名が

実践的インターンシップに取り組んだ。 

⇒今後の継続的な実施に向け、具体的な実施体制を検討していく。

②「賀茂地域ではたらくのりもの大集合！」 

・賀茂地域の子ども達が、親子連れで、地域のしごと・産業などに

かかわる車両・機械等を「見て」、「触れて」、「体験して」、地域

を支える様々な仕事を理解し、地域の仕事への興味を喚起・醸成

する地域学習に位置づけ。 

⇒開催日時：11月10日(土) 10:00～15:00 

会  場：まどが浜海遊公園及び道の駅「開国下田みなと」前の

港湾スペース 

③「高校生のKAMOマルシェ」 

・賀茂地域の食材に触れ、食を通じて地元の良さを知る契機、職業

体験として開催を計画。 

・９月30日(日)開催予定だったが、台風の影響により中止。 

⇒今後、企画段階からの高校生の参画等を検討。 



「利便性の高い窓口

づくり」 

①ワンストップ窓口化の検討 

⇒将来のワンストップ窓口設置（民間委託等）を視野に入れ、市町

における移住関連業務の洗い出し及びワンストップ窓口の業務並

びに民間委託する場合における課題の洗い出しについて検討を行

った。 

②「転出入時アンケート」の実施状況 

⇒平成29年10月から平成30年３月までの６か月間に実施した転出入

時アンケートの実施結果について意見交換を行い、回収率向上を

目指すこととした。 

その他 

○新成人に対する任意アンケートの実施 

⇒平成28年度に実施した「賀茂地域の将来像策定に係る児童･生徒

意識調査」の調査対象者であった当時の高校３年生が、高校卒業

後に最も集まる可能性のある機会に、現在の定住志向等を把握す

ること、また、今後の「賀茂の子づくり」の取組みの効果測定の

ため、今年度も引き続き実施することを決定した。 

 

３ 今後のスケジュール 

時 期 項 目 内    容 

平成30年11月 第12回専門部会

○ワンストップ窓口化の検討 

○転出入時任意アンケートの細部分析 

○「賀茂の子づくり」、「具体的な行動・推進装置づく

り」、「利便性の高い窓口づくり」に関する新たな具体

化策の検討 

 



資料４ 
平成 30 年 10 月 31 日 

公共施設の長寿命化、共同活用・管理（水道事業） 
（経営管理部市町行財政課、くらし・環境部水利用課） 

（要 旨） 
「公共施設の長寿命化、共同活用・管理（水道事業）」専門部会では、今年度、２回の

専門部会を開催したので、その活動の概要を報告する。 
 

１ 専門部会等の開催概要 

 日時 内容 

第１回専門部会 4/17(火)14 時～16 時 共同発注の進め方と、実務担当者による

「打合せ」実施の承認 

担当者打合せ 5/16、6/13、6/26 協定書（案）の検討 

第２回専門部会 7/3 (火)14 時～15 時 協定書（案）の承認 

 

２ 活動の経緯、概要 

①国から地方公営企業改革（水道事業）の要請 

 
・平成 21 年７月 公営企業における「抜本的改革」の取組の要請（総務省） 
・平成 26 年３月 水道事業ビジョン作成の要請（厚労省） 
・平成 26 年６月 経済財政運営と改革の基本方針（骨太の方針）で公営企業改革につい

て記述（内閣府） 
・平成 26 年８月 公営企業会計適用の推進、経営戦略策定推進の要請（総務省） 
・平成 28 年２月 水道事業における広域化検討体制構築の要請（総務省、厚労省） 
 

 
②賀茂地域広域連携会議で賀茂地域水道事業の広域化の検討開始  

平成 28 
年度 

・総務省の「新たな広域連携促進事業」を活用し、賀茂地域水道事業の現状
と課題、将来収支を把握し、「広域連携プラン」を提案 

・経営戦略・水道事業ビジョン委託の際の「共通仕様書」を作成 

平成 29 
年度 

・広域連携プランのうち、「共同購入」「事務共通化」等実現可能性があると
された取組について検討した結果、費用削減効果の高い「水道事業等財務
会計システムの共同発注によるクラウド化」の「早期実現」と「発注方法
を詰める」ことについて、賀茂地域１市４町（下田市、東伊豆町、河津町、
南伊豆町、松崎町）で合意 

  
③平成 30 年度の活動概要 

「水道事業等財務会計システムの共同発注によるクラウド化」について、賀茂地域

１市４町で具体化の作業を進め、７月 10 日付けで「賀茂地域水道事業等財務会計シス

テム共同化（クラウド化）の実施に関する協定書」（別紙１）を締結した。 

 ※共同発注のメリット 

項目 効果 

システム調達・運用

費用の削減 
単独でのクラウド導入と比較し、コスト削減が見込める 

クラウドの導入に

よる災害対応 
津波被害等によるデータ消失防止 

技術承継の対応 １市４町での業務の統一化・標準化により技術承継が容易になる



 

 

３ 共同発注の方法 

賀茂地域で導入済みの「自治体クラウド」の例を参考に作業を進める。 

①「協定書」の作成、締結 

②共同化の範囲と期間、費用按分方法等を定める「実施計画書」の作成 

 

③各市町が事業者と個別に契約を締結 

 

４ 協定書の締結について 

第２回専門部会での協定書（案）の承認を受け、７月10日付けで参加市町が協定書に

調印、同日付で協定書が発効（別紙１）。水道事業等財務会計システムを共同発注し、

平成31年４月１日からの５年間について運用していくこととした（延長規定あり）。 

 

５ 今後の進め方について 

 ・実施計画書の作成（８月～12月） 

・必要に応じて各市町の補正予算に計上 

 ・各市町個別に事業者と契約の締結（平成31年１月～２月） 

・システム運用テスト（契約締結後から） 

・システム運用開始（平成31年４月～） 

 

 

 

※総務省作成「自治体クラウドの現状分析とその導入にあたっての手順とポイント」より抜粋

＜参考＞自治体クラウド導入のメリット 



  



  

 



 

  



 

  

 



  



 



資料５ 
平成 30 年 10 月 31 日 

賀茂地域健康寿命延伸等協議会の取組 
 （賀茂健康福祉センター）

（要旨） 
 平成 30 年 10 月 16 日（火)に賀茂地域健康寿命延伸等協議会を開催し、今年度の取組の
中間報告を行い、来年度の取組（案）について協議し合意を得たので報告する。 

１ 平成 30 年度の主な取組 
(1)保健事業の共同実施 

取 組 成 果 

糖尿病等重症化予防事業共同実施を
行うため、１市５町職員（14 人）の
併任を行い、チームを設置し、３ブ
ロック毎に共同による重症化予防指
導を実施 

・共同実施による重症化予防指導実績 
対象 253 人中 188 人（74.3%）実施 
・保健指導を複数回行うことにより、治療開始や対象
者の生活習慣が改善し、血糖値低下に繋がった。 
・初回指導をチーム（２名）で実施したことや全員出
席の月１回事例検討会により、介入方法の平準化や
保健師、栄養士のスキルアップに繋がっている。 

(2)特定健診の受診率向上 

取 組 成 果 

かかりつけ医からの診療における検
査データ提供 

・全市町での実施（３市町→６市町） 
・98 件（対象者数の 0.6%）/H30.９末現在 
H29 年度 ３市町 80 件/年 

国保ヘルスアップ事業を活用した受
診勧奨(はがき・電話)の積極的実施

・下田市、東伊豆町、松崎町が受診勧奨後の特定健診
実施中のため、終了後評価。  

２ 平成 30 年度の取組から見えた課題 
 ○特定健診受診率の向上が必要(受診者と未受診者の医療費の差:年 100 千円/人）別紙１ 
 ○更なる県・市町保健師等の専門性の向上、市町と賀茂医師会等との連携強化 

３ 平成 31 年度の具体的な取組 
(1)特定健診受診率の向上 
 ア 市町と協会けんぽで受診機会を創出(協会けんぽ被扶養者の受入れ）【拡大】 
 イ 診療所での集団健診受診機会の創出【新規】 
ウ かかりつけ医からの診療における検査データ提供を拡充（賀茂医師会との協働事業）
【拡大】 

(2)重症化予防事業の拡大 
 ア 重症化予防事業等への外部保健師等による支援(国保ヘルスアップ支援事業)【拡大】 
イ 特定保健指導の外部委託の増（H30：１町）【拡大】 

 ウ 特定健診会場での特定保健指導の実施【新規】 

(3)健康マイレージ事業等の実施 平成 31 年度は 1市４町で実施(河津町も検討中)【拡大】 

(4)介護予防事業の強化 
 ア 介護予防リーダーの養成を全市町で実施【拡大】 
 イ 介護予防の通いの場への専門家の派遣(栄養士等)【拡大】 

(5)がん検診のあり方検討 
 がん検診のあり方及び検診体制整備の検討【拡大】 
 ・賀茂医師会検診車の更新（平成 32 年度予定）を踏まえた検討 

４ 取組に要する費用と今後見込まれる効果（2018～2022 年） 
 ○費用        116,565 千円 
 ○活用できる財源   140,000 千円（国庫ヘルスアップ事業 国庫 10/10） 
＊国保ヘルスアップ事業を最大活用すれば、6,000 千円×６市町×５年＝180,000 千円  
 ○医療費削減効果   155,000 千円 



健診受診 健診未受診

健診対象者数 7,009人 14,141人

受診率

生活習慣病で受診
している人数

4,192人 8,691人

医療費 474,097,451円 1,666,158,129円

113,096円 191,711円

健診対象者数 6,893人 13,580人

受診率

生活習慣病で受診
している人数

4,108人 8,206人

医療費 452,618,756円 1,583,095,190円

110,180円 192,919円

健診対象者数 6,415人 12,831人

受診率

生活習慣病で受診
している人数

3,880人 7,941人

医療費 409,942,807円 1,643,542,128円

105,655円 206,969円

平成27～29年度　特定健診受診の有無別生活習慣病における国保医療費の状況
（賀茂健康福祉センター管内）

年度 区分
賀茂圏域

Ｈ２７年度

一人当たり医療費

33.1%

健診受診と健診未受診の差額　78,615円

Ｈ２８年度

33.7%

一人当たり医療費
健診受診と健診未受診の差額　82,739円

Ｈ２９年度

※　この表の特定健診受診率は、茶っとシステムのデータを利用しているため、健診対象者数は
特定健診受診券の発行者数となっている。

　　国への法定報告の要件を満たさない人も含まれているため、法定報告とは合致しない。

33.3%

一人当たり医療費
健診受診と健診未受診の差額　101,314円

※　「しずおか茶っとシステム」－「評価メニュー」－「基礎疾患の治療状況」からデータを取得

※　生活習慣病で受診している人数には、糖尿病、高血圧症、脂質異常症、脳血管疾患群、
虚血性心疾患群、糖尿病性合併症群が含まれる。

別紙

別紙１



資料６ 

 

平成 30 年 10 月 31 日 

賀茂地方税債権整理回収協議会による市町村税の徴収実績 
                                                             

（下田財務事務所） 
 
1 平成29年度徴収実績（決算） 
・平成 29 年度の管内の市町村税全体の収入率の実績は前年比＋1.7Ｐの 90.0％、収入
未済額は 2.2 億円縮減した。 

・事業着手前の平成 26 年度実績と比較すると、収入率は＋6.8Ｐ向上し、収入未済額
は 8.4 億円縮減した。 

 
（1）市町別収入率の推移                        （単位：％） 

年度 下田市 東伊豆町 河津町 南伊豆町 松崎町 西伊豆町 管内計 県計 

H26 79.9 80.9 84.4 86.4 84.9 93.9 83.2 91.6

H27 83.0 82.1 85.8 91.1 85.5 96.3 85.5 92.2

H28 85.6 85.4 90.1 92.1 89.6 97.4 88.3 93.1

H29 87.5 87.5 91.9 92.9 91.6 98.2 90.0 94.1

H29-H28 1.9p 2.1p 1.8p 0.8p 2.0p 0.8p 1.7p 1.0p

H29-H26 7.6p 6.6p 7.5p 6.5p 6.7p 4.3p 6.8p 2.5p

 
（2）市町別収入未済額の推移                     （単位：千円） 

年度 下田市 東伊豆町 河津町 南伊豆町 松崎町 西伊豆町 合計 

H26 809,856 451,873 197,602 127,129 157,768 74,270 1,818,498

H27 671,548 390,445 148,297 105,704 136,086 43,735 1,495,990

H28 548,237 311,817 126,786 89,804 95,229 27,545 1,199,418

H29 456,239 253,553 103,971 79,726 70,201 13,264 976,954

H29-H28 ▲91,998 ▲58,264 ▲22,815 ▲10,078 ▲25,028 ▲14,281 ▲222,464

H29-H26 ▲353,617 ▲198,320 ▲93,631 ▲47,403 ▲87,567 ▲61,006 ▲841,544

 
（3）市町別収入率の県内順位 

年度 下田市 東伊豆町 河津町 南伊豆町 松崎町 西伊豆町 

H26 34 位 33 位 32 位 26 位 29 位 7 位 

H27 33 位 34 位 29 位 22 位 32 位 3 位 

H28 33 位 34 位 27 位 22 位 28 位 1 位 

H29 31 位 32 位 25 位 22 位 26 位 1 位 

H26-H29 ＋３ ＋１ ＋７ ＋４ ＋３ ＋６ 

 
（参考）市町別収入率の伸び率の県内順位                    

年度 下田市 東伊豆町 河津町 南伊豆町 松崎町 西伊豆町 管内計 県計 

7.6p 6.6p 7.5p 6.5p 6.7p 4.3p 6.8p 2.5p
H29-H26 

１位 ４位 ２位 ５位 ３位 ９位 - - 



 

 

（4）税目別収入率の推移                        （単位：％） 

年度 固定資産税 
国民健康 

保険税 
個人住民税 その他税 合計 

H26 84.0  70.6 89.5  95.6 83.2 

H27 86.3  73.6  91.4  96.7  85.5  

H28 89.0  77.7  93.3  97.3  88.3  

H29 90.4 80.6 94.5 97.6  90.0 

H29-H28 1.4p 2.9p 1.2p 0.3p  1.7p  

H29-H26 6.4p 10.0p 5.0p 2.0p  6.8p  

県計 H29 97.0 77.4 95.9 98.5  94.1 

県 H29-H26 1.6p 4.3p 2.6p 0.6p  2.5p  

 
（5）税目別収入未済額の推移                    （単位：千円） 

年度 固定資産税 
国民健康 

保険税 
個人住民税 その他税 合計 

H26 672,633 855,627 233,829 56,409 1,818,498

H27 533,833 728,726 188,643 44,788 1,495,990

H28 432,260 580,494 145,673 40,991 1,199,418

H29 351,025 467,894 125,128 32,907 976,954

H29-H28 ▲81,235 ▲112,600 ▲20,545 ▲8,084 ▲222,464

H29-H26 ▲321,608 ▲387,733 ▲108,701 ▲23,502 ▲841,544

 
＊県計及び県内順位については速報値による（国民健康保険税・料を含む）。 
 
２ 平成 30 年度の取組 
 
＜めざすべき方向＞ 
・市町の自立的徴収体制の確立・維持 
・市町村税収入率の向上と収入未済額の縮減（県平均レベル以上・現年中心の滞納整理）
 

  ＜取組の重要ポイント＞ 
① 協議会の市町による自主運営と協議会統一ルールによる滞納整理 
② 監督者の進行管理技術の習得 
③ 職員の徴収技術の習得・向上（捜索、不動産の差押、公売の実施） 
④ 技術を継承する仕組みづくり（職員配置ローテーションの調整等） 

 
＜実施状況＞ 
・ 協議会執行停止基準及び延滞金減免基準の策定 

・ 運営委員会の開催（4/6、5/29、7/31 開催） 

・ リーダー会議の開催（4/24、6/26、8/30、9/26 開催） 

・ マネジメント研修（進行管理のポイント）の実施（8/30） 

・ 職員研修会の実施（7/27、11/2 予定） 

 
 



 

 

 
（参考） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（単位：千円、％）

34
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31

▲ 3
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34

34

32

▲ 1

32
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▲ 7

26

22

22

22

▲ 4

29

32

28

26

▲ 3

7

3

1

1

▲ 6

-

-

-

-

-

H29  (決算)

1,047,156

H29 - H26

1,243,132

H27 (決算)

1,366,750

賀茂地域市町村税徴収実績
Ｈ２６－Ｈ２９　市町別徴収実績

松崎町

東伊豆町

河津町

南伊豆町

H29 - H26

H29 - H26

H29  (決算)

H27 (決算)

H29 - H26

H26 (決算)

H27 (決算)

H28  (決算)

H29  (決算)

6.8P増

15.9

1,202,784

400,283

4.3P増

▲ 1,488,909

90.0

13,225,349

▲ 163,966

11,736,440H29  (決算)

H29 - H26

H29  (決算)

合　　計

H26 (決算)

H27 (決算)

H29 - H26

H28 (決算)

西伊豆町

H26 (決算)

H28  (決算)

85.5

89.6

96.3

95,229

1,283,839

▲ 70,399

H28 (決算)

▲ 5.1

7.4

228,961 1,199,418

97.4

91.6

6.7P増

88.3

74,270

70,201

83.2

98.2

193,912 976,954

13,264

21,591

11,767

13,850

136,086

▲ 2,409

4,553

8,641

1,495,990

27,545

14.5

14.5

3.5

2.2

1,249,097

▲ 102,550

5.7

▲ 5.2

92.99,307

1,139,343 967,399 157,768 84.914,176

6.9

6.5P増

1,170,309

84.4

▲ 5.0

14.5

14.9

▲ 106,645 6.6P増

24,933 197,602

43,297

H27 (決算)

H28 (決算)

H28 (決算)

9.1

H29  (決算)

H27 (決算)

H28 (決算)

H29  (決算)

H26 (決算)

H29 - H26

1,415,031 1,274,421

H26 (決算)

▲ 16,221

1,246,866

64,998

1,271,141 8,712

126,786

19.8

年　度
収入増(推計）

収入率

136,085

調定額 収入額 不納欠損額

▲ 60,298

1,211,044

収入率

671,548

▲ 52,522

▲ 206,371

311,620

93.9

85.5

H26 (決算)

H27 (決算)

収入未済額

809,856

3.1P増

滞繰
割合

対前年度比

83.0

79.9

県
順
位

－

138,437

2.6P増

1.9P増

－

▲ 149,841 －

71,161

市　町

85.6

4,712,740 3,766,799

548,2374,297,941 3,678,54315.6

H26 (決算)

下田市

1,206,143

12,936

69,605

13,824

1,161,223

11,963

1,199,732

148,472

▲ 198,320

89,804 92.1

85.8

86.4

91.1

90.1

103,971 91.9

2,900,661

18.1

2,476,328

146,843

4,465,722 3,706,027

3,134,238

▲ 577,969

88,147

▲ 74,511

▲ 841,544

▲ 61,006

▲ 47,403

▲ 93,631

105,704

1,818,498

43,735

▲ 87,567

127,129

79,726

2,535,522

▲ 6.7

4,134,771 3,616,95813.1

▲ 410

11,006,568

1,210,913

8,231

4,674

1,181,289

▲ 5.8

14.5

▲ 440,994

8.1

9.4

13.0 938,077

12,206,393 10,778,01412.2

10.1 10,565,574

12,501,435 10,693,825

1,352,992

1,297,385

▲ 44,854 ▲ 5.8

▲ 160,375

9.6

1,443,600 13.2

1,328,711

1,302,472

▲ 76,557

897,000

▲ 6.3

1,259,342

1,087,373 929,696

▲ 184,258

978,968

1,383,824

16.1

2,776,751

1,428,678

13.3

11.1

10.4

2,969,252

▲ 357,487

15.1

87.5

2,436,738 142,069

253,553

311,817

2,428,877

112,516

94,321

－

1.2P増

85.4

7.6P増

80.9

35,631

95,722

61,574 456,239

82.1390,445

87.5

451,873

3.3P増

▲ 353,617

111,746

78,561

328,744

－

－

58,312

1.4P増 18,942

－ －

189,665

2.1P増

7.5P増

60,846

1.8P増 24,909

4.3P増

－ 104,697

4.7P増 62,449

1.0P増 13,025

－ －

－ －

－ －

0.6P増 6,524

－ 69,036

2.0P増 19,579

0.8P増 10,075

4.1P増 42,933

－ 85,549

2.4P増 31,137

54,433

－ －

1.1P増 13,674

0.8P増 9,622

－

1.7P増 199,519

－ 828,831

2.3P増 287,533

2.8P増 341,779



 

 

 

（単位：千円、％）

93.3

94.3

95.2

95.9

2.6P増

95.4

95.8

96.5

97.0

1.6P増

73.1

73.8

75.3

77.4

4.3P増

97.9

98.1

98.2

98.5

0.6P増

91.6

92.2

93.1

94.1

2.5P増

賀茂地域市町村税徴収実績
Ｈ２６－Ｈ２９　税目別徴収実績

県収入率

40,424 233,829

対前年度比
収入率 収入増(推計）

収入率収入未済額

10.5

9.2

滞繰
割合

2,350,140

税　目 調定額 収入額 不納欠損額

3.4

2.7

個人住民税

H26 (決算) 2,624,393

H28 (決算)

▲ 4.5

H27 (決算)

▲ 7.1

4.3

89.5

▲ 10,895

91.4

125,128 94.5

▲ 108,701▲ 30,233

2,339,245

5.0P増

188,6432,540,839 2,322,350

2,510,272 2,343,033

H29 - H26 ▲ 149,829

6.0

7.5

H29  (決算) 2,474,564

－

48,276

47,695

125,666

29,695

－

1.9P増

10,191

－

1.9P増

93.3

1.2P増

145,67321,566

29,846

固定資産税

H26 (決算) 5,519,793 4,639,215

H29  (決算) 5,009,955 4,527,7278.7

H29 - H26 ▲ 509,838

－ －

H27 (決算) 5,155,017 4,447,972 173,21213.1

672,63314.4

533,833

84.0

131,203

H28 (決算) 5,140,033 4,575,957 131,81610.4

351,025

207,945

86.3 2.3P増

432,260

113,410

89.0 2.7P増 138,781

▲ 5.7 322,3306.4P増

90.4 1.4P増

－▲ 111,488

70,139

▲ 76,742 ▲ 321,608

国民健康
保険税

H26 (決算) 3,358,385 2,369,638

H28 (決算) 2,920,999 2,268,393

H29 - H26

24.6

▲ 708,545

94,048

119,761

－ 290,65410.0P増

72,112

▲ 234,886 ▲ 85,926 ▲ 387,733

580,494

－

77.7 4.1P増

73.6 3.0P増

70.6 －

2.9P増 76,845H29  (決算) 2,649,840 2,134,752 47,194 80.6467,89421.5

28.6

27.1 728,726H27 (決算) 3,134,927

133,120 855,627

99,0162,307,185

－

1.1P増

－18,794

96.7

95.656,409

その他税

H26 (決算) 1,722,778 1,647,575

2.3H29  (決算)

H28 (決算)

H27 (決算) 1,670,652

H29 - H26

9,811

18,377

1,635,089 3,467 97.3

9,546

40,9911,590,631

1,616,318 44,788

▲ 120,697 ▲ 83,725 ▲ 13,470▲ 2.0

1,602,081 1,563,850 5,324

0.6P増

0.3P増97.6

90.0

32,907

2.0P増▲ 23,502

1,818,498

85.5

1,199,418

976,954

4,806

－ 32,994

1.7P増

－

287,533

2.8P増 341,779

199,519

2.3P増

10.1

合　　計

H26 (決算) 13,225,349

H28 (決算) 12,206,393

H29 - H26 ▲ 1,488,909

15.9

14.512,501,435 10,693,825H27 (決算)

12.2 10,778,014

828,8316.8P増

年　度

▲ 206,371 ▲ 841,544 －▲ 5.8

H29  (決算) 11,736,440

▲ 440,994

－

193,912

228,961

11,006,568

10,565,574

83.2400,283

311,620 1,495,990

88.3


